
平成２６年度第１１回教育研究評議会議事要旨 

 

日 時  平成２７年２月２０日（金）１５時３０分～１７時０６分 

場 所  大学本部２階大会議室 

出席者  佛淵学長，瀨口理事，中島理事，岩本理事，宮﨑理事，甲斐文化教育学部長，

平地経済学部長，藤本医学部長，石橋工学系研究科長，渡邉農学部長，諸泉

全学教育機構副機構長，富田附属図書館長，森田医学部附属病院長，早川総

合分析実験センター長，都築評議員，畑山評議員，大田評議員，萩原評議員，

大島評議員 

欠席者  なし 

陪席者  増子評価室長 

 

 

○ 前回議事要旨について 

学長から，平成２６年度第１０回教育研究評議会議事要旨（案）を評議員に送付，

確認したところ，加除・修正等の意見はなかったため，原案のとおり確定し，ホーム

ページに掲載している旨，報告があった。 

 

○ 審議事項 

１．審議事項（非公開） 

 

２．全学的な組織再編について 

岩本理事から本件について，平成２８年４月１日スタート予定であり，定員が１０

人減となることから，それに伴う収入影響額等について説明があった。 
次いで，甲斐文化教育学部長から，学部・研究科の廃止と設置，教員養成機能及び

美術・工芸過程を核とした教育研究組織の改編等現在の進捗状況について説明があり，

審議の結果了承された。 
 

３．佐賀大学教育功績等表彰規程の一部改正（案）について 

   本件は，表彰にふさわしい教員等を表彰するため規程の改正を行うものであり，教

務課長から，第４条第３項の条文を追加する旨説明があり，審議の結果了承された。 

 

４．国立大学法人佐賀大学における公正な研究活動の推進に関する規程の制定について 

中島理事から本件について，文部科学大臣決定による新たなガイドラインに対応し

た本学の規程を３月末までに整備し，規程を補完するものとして，詳細な手続等を定

めた本学独自のガイドラインを別途策定する旨の説明があった。 
次いで，研究協力課長から本学の現状と今後の対応及び規程の概要，推進体制等に

ついて説明があり，審議の結果了承された。 
 

５．佐賀大学学則の一部改正について 

   医学部事務部長から，本件について，平成２７年度概算要求が認められたものであ

り，医学部看護学科の３年次編入学定員を１０人→０人に改定し，収容定員２６０人

→２４０人，医学部小計が８４８人→８２８人となる旨説明があり，審議の結果了承

された。 
 



６．その他 

   特になし。 

 

○ 報告事項 

１．学内規則等の見直し（案）について 

総務部長から本件について，学校教育法及び国立大学法人法の改正を受けて，学内

規則を見直すものであり，総括副学長の設置，教授会の役割の明確化等について見直

す旨説明があった。 

また独立行政法人通則法の改正に伴う対応として，監査機能の強化，その他国立大

学法人佐賀大学基本規則の構成等の見直しを行うものであり，今後のスケジュール等

についても報告があった。 

  

２．平成２６年度国立大学法人佐賀大学補正予算案について 

財務部長から，本件について，平成２６年度予算に関する収入・支出額の増減に伴

う収入・支出予算の補正を行うものである旨と，追加財源及び対象事業についての報

告があった。今年度残りわずかであるが最後まで適切かつ効果的な予算執行への協力

依頼があった。 

  

３．研究センターの時限到来に伴う評価の結果について 

中島理事から，４つの研究センターの次元到来に伴い，総合戦略会議に学外の評

価委員も含めたセンターごとの評価部会を設置し，二段階評価を行った結果について

報告があった。 
 

４．平成２６年度「研究シーズ」の次年度継続審査について 

   中島理事から，９件の研究シーズについての継続審査結果について，８件が継続，

１件が今年度で打ち切りとなった旨の報告があった。 

 

５．全学委員会等の審議状況報告について  

   特になし。 

 

７．その他 

特になし。 

 

○ 意見交換 

産学官・地域連携における社会貢献戦略について 

 

五十嵐全学教育機構教授から本件について次の通り説明があった。 

 

  平成２５年度に採択された西九州大学と共同のＣＯＣ事業（地(知)の拠点整備事業）

は当初平成２９年度までの５年間の予定であったが，昨年度末に閣議決定された「ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」の中で「地方大学等創生５ヶ年戦略」が出され，平

成２７年度から５年間のＣＯＣ＋(プラス)事業（正式名称：地(知)の拠点大学による

地方創生推進事業）として現行のＣＯＣに加え予算措置がなされることになった。 

東京一極集中の是正及び地方創生のため，地方大学として地域の自治体や企業と協

働し，雇用創出や卒業生の地元定着率を向上させることが主な目的である。 



新ＣＯＣ＋事業の協働機関への参画が現行ＣＯＣ事業継続の必須条件であるので，

ＣＯＣ機能や推進体制をさらに強化する必要がある。 

 

次いで，以下の通り意見交換があった。 

 

評議員から今後のスケジュールについて質問があり，五十嵐全学教育機構教授から，

協働機関として，大学群，複数の自治体や企業との連携が必要であり，協定書締結等

にかなりの時間を要するため，佐賀大学としてはすぐにでも推進体制を作り上げなけ

ればならないとの回答があった。 

 

  学長から，第３期予算配分のための機能強化の方向性に応じた重点支援の評価項目

として，佐賀大学は地域活性化を挙げている。具体的には地域のニーズをとらえた人

材育成，地域における新たな産業の創出などが含まれるが，ＣＯＣ事業を行っている

こと自体が評価されると思われる。まずは佐賀大学としての推進体制を早急に作り上

げることが大切であるとの発言があった。 

 

評議員から，佐賀大学は福岡県出身の学生が一番多いが，その学生が福岡で就職す

ると地元にＵターンしたことになるが，福岡県内の企業とも協定を結んだほうが良い

のではないかとの発言があった。 

    

五十嵐全学教育機構教授から，そういう意味で言えば，協働機関の大学群は必ずしも

県内の大学でなくても良い。東京や福岡の大学に入学した佐賀県出身の学生を就職のと

きに佐賀に帰す（Ｕターンさせる）協定を結べば，協働機関として都市圏の大学も入れ

ることができる。また自治体では，就職先として県内に拠点を置く企業であれば，県内

の事業所に配属させるという協定を結ぶという動きもあるので，それまで含めて数値目

標を設定していくとの回答であった。 

 

   学長から，福岡出身学生が福岡に就職した場合も地域の雇用としてカウントしても

良いのではないかとは思っている。総務省も関係している事業なので自治体もかなり

力を入れているが，あくまで大学主導で進めていかなければいけない。自治体とも足

並みをそろえ，大学も早急に体制を整えたい，との発言があった。 

 

   評議員から，実際問題，福岡の企業への就職が半数を超えているが，協働機関に福

岡の企業を入れても良いのかとの質問があり，五十嵐全学教育機構教授から，原則的

には佐賀県内に本社・支社・支店を置く企業でないといけないが，数値目標を設定す

る場合に色々と工夫しないと現実的に厳しいとの発言があった。 

 

学長から，五十嵐教授からの説明を基に早急に進めたいとの発言があった。 

 

  

以上 


